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不可の場合は、

その理由 

 

会議次第 

１ 開会 
 

２ 議事 

 （１） 「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平成３０年度の取

組結果評価に関する建議書（案）について 

 

（２） 「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平成３０年度の取

組結果評価について 

 

（３） さがみはら行財政改革推進指針について 

 

３ その他 



審  議  経  過 

１ 開会 

定足数及び傍聴者の確認を行い、経営評価委員会を開会した。 

主な内容は次のとおり。 

 

２ 議事 

 ・ これまでの委員会の審議を踏まえ、さがみはら行財政改革推進指針の答申案につ

いて、事務局より説明し、答申書の最終とりまとめを行った。 

 ・ 前回、「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平成３０年度の取組結果評価に

ついて審議を行った８項目について、建議書案としてまとめたものを事務局より説

明し、承認された。 

・ 「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平成３０年度の取組結果評価につい

て、審議対象の１９項目のうち、前回、継続審議となった１項目を含む５項目の取

組について、事務局より取組結果を説明し、意見交換を行うとともに、委員会評価

について審議し、次回、建議書のとりまとを行うこととされた。 

 

（以下、質疑応答・意見交換 ○は委員の発言、●は事務局の発言） 

・ 議事（２） 

【取組項目１０】（委員会評価結果：「Ｂ」） 

〇 指標の設定方法については、疑義がある。指標の再検討を但し書きとして入れ、

評価をＡとするのがよいのではないか。 

● 指標のあり方として、当該項目の本来目的は、応急手当ができる市民の拡大とい

う意味では、現在の指標も目的と相違があるとは考えにくい。委員のご指摘のとお

り、市の取組が結果として表れにくいという点も理解できるが、市として達成可能

と考えて設定している指標であることも含め、議論をいただきたい。 

〇 Ｈ３０については、現状の指標で評価し、指標の変更が必要であれば次回の評価

に影響するということで相違ないか。 

● 相違ない。 

● 委員会評価として、必ずしも数字に捉われる必要はないが、概ね目標値を達成し

ているということであれば議論できると考えるが、今回のように、目標値と乖離が

ある場合に、取組だけを評価して「Ａ」とするのがよいかという点を踏まえ、ご審

議いただきたい。 

〇 市側の成果・実績に対し、評価をするのであれば「Ｂ」が妥当である。 

〇 取組結果に対する原因を探るということが必要で、当該目的に対して、必ずしも

受講者数にこだわる必要はないのではないか。例えば、病院等の他機関における講

習を拡げていくことを指標とすることもできるのではないか。 

〇 Ｂ評価に異論はないが、指標の設定については、再検討を促すような記載にはし

ていただきたい。 

 

 



〇 次期指針においても、行政がすべてを抱えるのではなく、市民や団体との協働な

ども考えている中で、当該項目も現段階から市民や団体も含め、より良い指標とす

ることがよいのではないか。 

● 指標の変更については、引き続き検討をしていくが、設定に際しては、外的要因

などにより市として達成困難であることや、現実とかけ離れている場合などにおい

て変更を要し、所管部局による達成困難が理由とならないことを念頭に検討すると

ともに、指標の変更でなくても例えばサブ指標の設定ができないかなど、多方面か

ら検討したい。 

【取組項目１３－５】（委員会評価結果：「Ｃ」） 
○ 来年度の評価時も「Ｃ」となる見込みが高いのではないか。 
〇 来年度の目標変更は必要ではないか。 
● 目標変更は委員会承認の上で可能ということは問題ないが、市民に公表するにあ

たり、達成困難であるから、目標を下方修正という形では納得は得られないと考え

る。変更に当たっては、目標の下方修正を行う場合、他に市民や利用者にとって、

利点が示せることが重要と考えている。他に利点が見いだせないのであれば、掲げ

ていた目標を達成できなかったことを含め、委員会においてご審議・評価をいただ

くことがよいと考えている。 
● 当該項目に関しては、埋設物等により当初の予定から遅れてしまった点が外的要

因ではあるものの、番田駅を除く施設は外的要因があったわけではなく、同時進行

も可能であったともいえる。その中で、遅れに対して目標を変更するということは

難しい面もあると考えている。 
〇 民間活力の導入とある中で、相手方が公益財団法人である点は疑義もある。民間

企業であればスピーディーな対応が可能であったのではないかという点から考える

と、契約先の変更という余地はあったのではないか。 
● 市場性の調査については必要であると考えているが、詳細調査には至っていない。 
〇 民間では収益性に疑義があるのではないかと想定できるが、調査を行っているか

どうかは重要である。 
〇 １箇所整備を行った上で、全体像が把握できることから、経験を基に、スケジュ

ールの再設定は、誠実ともいえるのではないか。 
● 市全体では、他の自転車駐車場整備の経験があるので、それらを踏まえ設定して

いると考えており、設定時に現在の目標が達成困難なスケジュールではないと認識

している。 
〇 目標設定の再設定は必要ないと考えるが、当初スケジュールから遅れが出ている

事実はあることから、評価結果だけをもって市民に伝えるのはどうかと思う。市民

に対する公表の仕方については考える必要がある。 
● 評価結果については、建議書にまとめ、所管部局に提示する。その評価に対して、

市の対応方針を決定し、公表していくこととなる。市の対応方針においてしっかり

と市民等にも提示し、今後の取組を進めてまいりたい。 
〇 公益財団法人との契約はどのようなものなのか。 
 
 



● 協定を結んでいるが、整備及び管理運営費用は公益財団法人が負担し、整備箇所

や整備予定年度等について含まれている。市に歳入・歳出はないが、協定に基づき、

スケジュール等の協議は可能な立場である。 
〇 整備を優先するのであれば、市は、整備主体を変更するなど、状況に応じた対応

を求められると考える。 
【取組項目１６】（委員会評価結果：「Ｂ」） 
○ 学齢期よりも就学前の相談対象者のほうが多いと想定できるが、その点も踏まえ

て目標値を設定しているということか。 

● 潜在的な対象者を想定しづらい面があることを前提に、アクセス面等を含め、現

体制では相談しづらかった方が各区相談となることで増加すると想定して目標設定

をしている。しかしながら、平成３０年度においても窓口開設に至らなかったため、

潜在的な対象者がどの程度いるのかは測りかねており、現状も、窓口開設により相

談者が増加すると想定して準備を進めている。 

〇 就学前相談を増やすといったことも検討していく必要があったのではないか。 

● 就学前相談者の増加に向けた取組を進めていくことは前提として、就学前相談は

各区での相談が可能であることから、現状の取組においては、相談に繋がりにくい

体制であった学齢期を対象とした取組を進めることとしたところである。 

〇 学齢期が少なく、就学前が多いのは、保育園、幼稚園等の現場において力を入れ

ており、チェック体制や相談体制が整っているのに対し、小学校や中学校では現場

体制は就学前に比べ体制が十分に整っていないことが要因である。児童生徒一人に

対する教員数が少ないこともあるが、相談前の発見につながっていないと考える。 

〇 潜在的な対象者数を判断しにくいとの話もあるが、厚労省や他自治体の例や統計

値をもってある程度の予測はできるのではないか。 

〇 目標値の設定段階で一定の根拠はもっておかないと、行政が行うべきラインも定

めにくいと考える。 

〇 就学前の体制が整っていることを前提として、就学前相談が増加することは良い

ことであり、就学前相談増加に伴う学齢期相談を減少することを目標とするといっ

た考え方もあっていいと考える。 

〇 取組の遅れについては、機能強化の遅れと窓口整備の遅れでは意味合いが異なる。

窓口整備の遅れは、今後、機械的に進めていくことが可能であるのに対し、機能強

化の遅れは、全体の整理を行っていく必要がある。機能強化の遅れは、取組が進ん

でいないと考えられ、「Ｂ」評価ということに疑義がある。対して、窓口整備の遅れ

であれば、進めていくことに大きな課題がなく、「Ｂ」評価といえると考えるが、ど

ちらの遅れであるか。 

● 機能強化の遅れであると捉えている。学齢期の対象者に対応する職員等の育成が

遅れている。経験等が少ないことから、十分な研修や状況に応じた増員など、様々

な観点から検討を進めていると認識している。 

〇 取組内容や、就学前相談増加により、潜在的な対象者が想定していたより少なか

った等の分析がなされている中で、更なる周知を進めていくとされていること等も

鑑みると根本的な要因や課題等について十分に把握しきれていないのではないかと

考える。 



【取組項目３９】（委員会評価結果：「Ｂ」） 
○ 有効的な対策も含め議論をする上では、当該取組に特化した生活保護費のみでは

なく、生活保護費全体のデータ、生活保護費のうち医療費扶助や教育扶助等の内訳

や割合等の全体像を把握する必要があると考える。 

〇 当該取組の効果としては、全体のうち就労者数や削減額というより、就労支援事

業に参加した方のうち、就労に繋がった割合を効果とすることもよいと思う。一方

で、参加率を上げる取組も同時に必要となる。 

〇 自立支援であれば、就職のみに特化せず、就労後、再度、生活保護制度利用者に

なっていないかなどを検証していくことも効果的である。 

〇 就労者数と削減額に相関関係があるような指標になっているが、違うと考える。 

● 掲載している就労者数と削減額は、当該取組により、就労により削減した実際の

金額であることから因果関係はある。 

〇 因果関係はあるが、例えば、支給額の多い世帯を就労に導けば、金額は大きく削

減できるなど、就労者数の増加と削減金額が同様の割合ではないことも鑑みると、

一緒に並べて見せることで勘違いする部分もあると考える。 

〇 当該項目では、単年度の削減額であるが、就労した方は、継続して削減されてい

ることに繋がることから、追跡検証することで、累計の効果が見えてくると考える。 

【取組項目３４】（委員会評価結果：「Ｂ」） 
〇 目標値がない中での評価はどのようにすべきであると考えているか。 

● 利活用の推進状況を指標としており、数値目標の設定が困難であるとの判断から、

数値目標は示していない。評価においては、新たに売却や貸付を行うことや、相手

方との交渉により見込みがあるなど、利活用に至った具体な内容や取組に対して評

価をしていただくこととなるが、平成３０年度においては、具体な進捗が見られて

いないことから所管局としてＣ評価としているところである。 

〇 交渉相手は地場産業等になってくるのではないかと想定できるが、津久井地域で

あれば林業に関する企業等にアプローチするなど、地域性を考えた利活用方針を示

し、進めていかなければいけないのではないか。 

● 交渉相手は主に隣地であり、当該土地と直接関係のない対象と交渉を行っている

わけではない。 

○ 営業に不得手な行政職員による利活用は困難であるとも考える。不動産関係など、

民間に力を借りる必要がある。 

〇 土地の中にも利活用の可能性がある土地と可能性がない土地との振り分けはでき

ているということでよいか。 

● 振り分けはできているが、その後の展開について進められてはいない。 

〇 地域における土地活用方針を定める必要がある。整形地でも市街化調整区域では

開発が困難であることなどの事情で利活用は進まない。土地方針を定め、例えば、

土地によっては利活用を行うのではなく、森林地など自然に還すような判断があっ

てもよいと考える。維持管理のために費用を使うことには疑義がある。 

〇 継続的に進捗が見られない状況である。今後、進めるためにも、マスタープラン

のような利活用方針は必須である。 

 



〇 例えば、オリンピックのロードレースとつなげ、サイクルスタンドを整備するこ

とや、近隣小中学校による植樹なども検討できるし、そのようなプランを民間に委

ねてみることで、官民連携に繋がると考える。 

〇 個々の土地の事情が分からない中で、各所管部分の取組内容や課題が同様である。

評価だけでなく、どのような対策が可能か、方法があるかなどの審議も困難になっ

てしまうので、提示は必要である。 

 

・ 議事（３） 

〇 「指針の推進に当たって・（１）明確なトップのメッセージ」において、「市長及

び経営層」とあるが、経営層という表現はそぐわないのではないか。 
● 「市長を始めとした幹部職員など」と、表現方法を変更する。 
〇 「指針の推進に当たって・（３）厳しい財政状況等の市民等への説明」において、

「等」が二つ使われているが、どのような意図か。 
● 財政状況等は、財政状況や市の状況や情報の共有という意図である。市民等とは、

市民や企業、団体である。 
〇 市民等については、「市民」でよいと考える。 
● 「市民」と修正する。 
● 当該項目は、財政状況等について、これまで以上に市民に分かりやすい形で共有

していきたいという意図の項目である。 
〇 市民と共有を図りながら取り組むとは、何を取り組むという意図か。 
● 行財政改革の取組である。 
〇 そうであれば、タイトルは「説明」より「取組」がメインになるのではないか。 
● （２）で連携・協働による取組があることから、（３）は市民との共有がメインで

ある。わかりづらい形になってしまっているので、（２）を取組、（３）を市民との

共有とわかりやすくなるよう整理する。 
〇 （３）を先に、（２）を後に記載するほうが分かりやすいのではないか。 
〇 （３）の主目的が共有なのであれば、「説明」だと、一方通行の感が否めないので、

「共有」という表現の方がよいと考える。 
● （３）を（２）とし、市民との共有を、（２）を（３）として、市民との協働とい

った形となるよう修正する。 
 
３ 閉会 
全ての審議が終了し、閉会した。 

 
以 上   
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